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平成 21 年 10 月 30 日  

各  位 

会 社 名 株式会社 テレビ朝日 

代表者名 代表取締役社長 早河 洋 

（コード番号 ９４０９ 東証第一部）

問合せ先 常務取締役  髙田 弘明 
TEL 03-6406-1111 

 

親会社等における子会社の異動（合併）に関するお知らせ 

 
当社の親会社等である株式会社朝日新聞社（本店所在地：大阪府大阪市北区中之島三丁目

２番４号、代表者の氏名：代表取締役社長 秋山耿太郎、資本金：６億５千万円）の子会社

の異動（合併）の決定がありましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 
 
Ⅰ.株式会社朝日ビルデイングと福岡朝日ビル株式会社の合併 
 
１.合併の目的 

大阪、東京を中心に不動産賃貸事業を展開している株式会社朝日ビルデイングと福岡を中心
に同じく不動産賃貸事業を展開している福岡朝日ビル株式会社を合併することで、経営効率の
向上及び経営基盤の強化を図ることを目的としています。 
 

２.合併の要旨 
（１）合併の日程 

合併期日（効力発生日）  平成 22 年４月１日（予定） 
 

（２）合併方式 
    株式会社朝日ビルデイングを存続会社とする吸収合併方式で、福岡朝日ビル株式会社は解

散いたします。 
 
３.合併当事会社の概要（平成 21 年９月 30 日現在） 

（１）商号 
株式会社朝日ビルデイング 

（存続会社） 
福岡朝日ビル株式会社 

（消滅会社） 

（２）主な事業内容 不動産の賃貸及び管理業務 不動産の賃貸及び管理業務 

（３）設立年月日 昭和４年８月３日 昭和 42 年 11 月１日 

（４）本店所在地 大阪府大阪市北区 福岡県福岡市博多区 

（５）代表者氏名 代表取締役社長 法花 敏郎 代表取締役社長 尾身 一郎 

（６）資本金 480 百万円 400 百万円 

（７）決算期 ３月 ３月 

（８）株主及び持株比率 株式会社朝日新聞社 100％（注）
株式会社朝日新聞社 90％ 
株式会社朝日ビルデイング 10％

（注）持株比率は自己株式を控除して計算しております。 
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４.合併後の状況 

（１）新商号（注） 株式会社朝日ビルディング 

（２）主な事業内容 不動産の賃貸及び管理業務 

（３）本店所在地 大阪府大阪市北区 

（４）代表者氏名 代表取締役社長 法花 敏郎 

（５）資本金 480 百万円 

（６）決算期 ３月 

（注）新商号への変更時期 平成 22 年４月１日（予定） 
 

５.今後の見通し 

本合併による当社への影響はありません。 

 
 
 
 
 
Ⅱ. 株式会社朝日東京プリンテック、株式会社朝日大阪プリンテック 

及び株式会社朝日北九州プリンテックの合併 
 
１.合併の目的 

株式会社朝日東京プリンテック、株式会社朝日大阪プリンテック及び株式会社朝日北九州プ
リンテックは、当社の親会社が発行する日刊新聞等の印刷を行っています。これら３社を合併
することにより、経営の効率化及び経営資源の有効活用を図ることを目的としています。 

 
２.合併の要旨 
（１）合併の日程 

合併期日（効力発生日）  平成 22 年４月１日（予定） 
 

（２）合併方式 
    株式会社朝日東京プリンテックを存続会社とする吸収合併方式で、株式会社朝日大阪プリ

ンテックと株式会社朝日北九州プリンテックは解散いたします。 
 
３.合併当事会社の概要（平成 21 年９月 30 日現在） 

（１）商号 
株式会社 
朝日東京プリンテック
（存続会社） 

株式会社 
朝日大阪プリンテック 
（消滅会社） 

株式会社 
朝日北九州プリンテック

（消滅会社） 

（２）主な事業内容 日刊新聞等の印刷 日刊新聞等の印刷 日刊新聞等の印刷 

（３）設立年月日 平成９年８月 25 日 平成 16 年２月２日 平成 11 年 12 月 13 日

（４）本店所在地 神奈川県川崎市中原区 大阪府大阪市北区 福岡県北九州市小倉南区

（５）代表者氏名 
代表取締役社長 
安藤 徹 

代表取締役社長 
高野 成美 

代表取締役社長 
末本 利樹 

（６）資本金 100 百万円 100 百万円 100 百万円 

（７）決算期 ３月 ３月 ３月 

（８）株主 
及び持株比率 

株式会社朝日新聞社
100％ 

株式会社朝日新聞社
100％ 

株式会社朝日新聞社
100％ 
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４.合併後の状況 

（１）新商号（注） 株式会社朝日プリンテック 

（２）主な事業内容 日刊新聞等の印刷 

（３）本店所在地 神奈川県川崎市中原区 

（４）代表者氏名 代表取締役社長 安藤 徹 

（５）資本金 100 百万円 

（６）決算期 ３月 

（注）新商号への変更時期 平成 22 年４月１日（予定） 

 

５.今後の見通し 

本合併による当社への影響はありません。 

 

以  上 


